
 山中 基充   

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

１ 生成ＡＩの導入と活用の推進を        （１５分） 

生成ＡＩを地方自治体で活用することは、少子高齢化に伴う職員不足や業

務効率化の観点から期待されています。２０２５年には、約６割の自治体が

導入・検討を進めていると言われており、議事録や報告書の作成や通知書作

成などの文書作成負担の軽減から始まり、住民サービスの向上、そして業務

改革（ＤＸ）の推進へとつながっていると言われています。 

令和５年９月議会で神奈川県横須賀市の事例を紹介し、生成ＡＩの活用に

ついて一般質問しました。その際の答弁では、生成ＡＩを取り扱うための人

材育成と製品選定に取り組んでいること、人材育成として、各課の情報主任

に対して生成ＡＩの研修を実施しているとのことでした。 

製品については、先進自治体では、ＣｈａｔＧＰＴ、Ｃｏｐｉｌｏｔの大

手の他、ＬｏＧｏＡＩアシスタント、自治体ＡＩｚｅｖｏ、公務員専用Ｃｈ

ａｔＧＰＴマサルくんなどが導入されています。 

２０２５年には、生成ＡＩ活用の急速な普及に対応しＡＩ法が制定されて

います。 

自治体での生成ＡＩの活用について、会議録や議事録、報告書を作成では、

従来の作業時間が１０分の１程度に短縮したという報告があります。生活保

護の問合せ業務の場合は、関連法令や生活保護手帳のデーターを読み込ませ、

調査、確認の正確さや時間短縮につながった、介護ケアプランの点検作業に

活用し、ケアマネの負担軽減やより適切なプランの提供に役立てているとの

事です。  

（１） 人材育成と製品選定について 

（２） 研修の状況と活用のポリシー作成について 

（３） 人工知能関連技術の開発及び活用の推進に関する法律（ＡＩ法）の影

響について 

（４） 生成ＡＩでの会議録や議事録、報告書の作成への活用について 

（５） 生成ＡＩでの生活保護問合せ業務やケアプラン作成補助について 

（６） 生成ＡＩの導入と活用の推進を 
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山中 基充   

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

２ 地方公共団体情報システム標準化について   （１５分） 

地方公共団体情報システム標準化とは、全国の自治体がバラバラに使用して

いる基幹業務システムを、国が定めた標準仕様に適合したシステム（標準準拠

システム）へ移行し、ガバメントクラウド上で活用する取組であり、第３２次 

地方制度調査会答申で標準設置が打ち出され、デジタルガバメント実行計画で

は、２０２５年度末を標準化の期限とされていました。 

本市では、市長選が行われた後の１１月４日に無事実施されています。新市

長の誕生で名前の変更も同時に行われています。 

国が、情報システムを構築、提供するわけではなく、事業者に委ねられ、そ

れぞれの自治体の事業者が標準化に取り組まない場合などで移行が困難に陥

るケースがあり、特に富士通系の事業者の２０２５年度末までの移行が困難に

なった事はニュースに取り上げられました。 

システム標準化で懸念されたことは、自治体への過度な負担と品質の低下や

価格の高騰でしたが、本市では、無事に年度末を待たずに実施ができ、３か月

がたとうとしています。 

（１） 本市を含めた近隣自治体の標準化の状況は 

（２） 本市の標準化への取組について 

（３） 成果と今後の課題について 

３ 防犯カメラの貸し出しを           （１５分） 

本市や多くの自治体が自治会の防犯カメラ設置に助成をしています。私の地

元自治会では、公園や道路や歩道の自治会設置のごみの集積場でのマナー違反

や不法投棄の監視をしたい、それをもって抑止をしたいのですが、電源をどこ

で確保するか、個人情報にはどう配慮をするか、毎年役員が変わる自治体が多

いなかで、継続できるのかなどの障壁があり実施に至っていません。 

宮城県石巻市では監視カメラの貸し出しを行っています。３か月単位で貸し

出をし、現在２２台の全て貸し出して空き待ちの状態との事です。 

市の所有するものを貸し出せれば様 な々障壁を乗り越えられると考えます。 

（１） 本市の補助で防犯カメラを設置した自治体の現状と課題について 

（２） 自治会が設置した防犯カメラの個人情報保護や警察への情報提供につ

いて 

（３） 電源の確保や使用の継続性などインフラ的な課題について 

（４） 石巻市のものは、充電式で記録媒体は市のものですから、担当課長し

か見られないようにしており、警察への情報提供も市を通して行って 

います。鶴ヶ島市での実施を 
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質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

４ “断らない”相談窓口の設置について     （１５分） 

誰一人取り残さない「重層的支援体制」づくりをと題して、改選後初めての

定例議会である令和５年６月議会で一般質問を致しました。選挙期間中に、誰

一人取り残さない安心と活力あふれる鶴ヶ島をつくってまいります、と訴えさ

せていただき、具体的な提案として、令和２年社会福祉法の改正により、同法

第１０６条の３で包括的な支援体制の整備がうたわれ、第１０６条の４で重層

的支援体制整備事業が創設されておりましたが、その早期実現を訴えさせてい

ただいたものでした。 

重層的支援体制とは、改めてイチから積み上げるのもではなく、従来から市

で取り組まれている事を生かしながら、相談支援、参加支援、地域づくりに向

けた支援の３つの事業を一体的に実施し、地域住民が孤立せず、皆で支え・支

えられて地域を共に創っていく「地域共生社会」の実現を目指すものです。 

本市では、令和８年から実施する予定です。主に、福祉の総合

相談窓口を設置していく事と理解されていると思います。 

（１） 重層的支援体制について 

（２） “断らない”相談窓口の設置について 

（３） 特に参加支援、地域づくり向けた取組みについて 

（４） 重層的支援計画が、令和８年中に策定し令和９年から実施

される第４次地域福祉計画に位置づけられる意義につい

て 
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